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千円全体事業費 43,204,426 （計画事業費 42,055,557 千円）

項目 評価 評価に関する説明

　　（１）交付対象事業の進捗状況

　　（４）今後の方針
継続地区および新規地区については3期計画に位置付けることで計画的かつ適切な
事業実施をおこない、山梨農業の再生に向けた取組を進めるための農業農村整備を
推進する。

○
　計画期間において、年度ごと、地区ごとにバラツキはあるが、対象事業、
関連事業とも全体的には、計画的かつ適切な事業執行が図られ、76地区
が事業完了を迎えた。

　　（２）事業効果の発現状況 ○

　整備計画では「新・やまなし農業大綱」との整合を図るとともに県農業の課
題を踏まえた事業目標（次代につながる力強い産地づくりを目指すため、果
樹産地の強化を図るほか特色ある産地づくりを推進する。）が掲げられてお
り、事業実施によりで事業効果は発現されていると認められる。

　　（３）成果目標の目標値の実現状況 ○
　大半の指標について、目標値を達成している。また、目標値を達成出来な
かった指標についても、次期計画において事業が実施されており、今後達
成される見込みである。

関連事業 農業競争力強化農地整備事業ほか6事業　7６地区　　　うち完了39地区

　事業費 28,631,617 （計画事業費 26,297,461 千円）

対象事業 農地整備事業ほか2事業　６3地区　　　　うち　完了37地区

　事業費 14,572,809 （計画事業費 15,758,096 千円）

農道の整備により、走行時間63分の短縮を図る。

評価指標

1
農業生産基盤367haの整備を行い、367haの優良農地を確保し、担い手へ35haの農地を集積
する。

2
農業生産基盤373haの整備により、耕作放棄地が45ha解消し、農地の有効な活用を促進す
る。

農業用用排水路に小水力発電施設を設置し、農業用施設の電力の一部を賄うことによりCO2
を118 ｔ-co2削減する。

農業用用排水施設の整備により、洪水被害等が予想される農地643haの保全を図るとともに
農地1,986haの農業用水の安定供給を図る。

災害時における農地や農業集落等の安全性の確保のため、農業用施設10箇所について耐
震化を図る。

農業生産基盤35haの整備により、35haの農地の排水性の向上や土壌の改善を図り、農地の
有効な活用を促進する。

既存の農業集落排水施設14処理区のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ低減のため、14処理区の機能診断や事
業実施計画等を策定する。

○

中山間地域の農業生産基盤整備と生活環境基盤整備により、交流人口若しくは農産物販売
額を10%増加させる。

老朽化した生活環境施設の更新により、営農飲雑用水施設の加入率を1.4%向上させる。

生物多様性や地域景観等に配慮した田園自然環境を2地域創造する。

6 （７割）

計画期間 平成27年度～令和元年度　（5年間）

計画の目標

農山漁村地域整備計画　　事後評価結果

計画の名称 山梨県における農業生産性の安定と魅力ある農村づくりに資する基盤整備計画

計画策定主体 山梨県

対象市町村
甲府市、韮崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、中央市、昭和町、山梨市、笛吹市、甲州市、市川三郷町、
富士川町、身延町、早川町、南部町、富士吉田市、大月市、上野原市、都留市、道志村、西桂町、忍野村、山
中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、丹波山村、小菅村

　　山梨農業の再生に向けて、本県の恵まれた自然や大消費地に近い有利性を活かした取組を進めるため、
以下の目標を設定し農業農村整備を推進する。

　１．次代につながる力強い産地づくりを目指すため、果樹産地の強化を図るほか特色ある産地づくりを推進
する。

　２．農村景観の保全や中山間地域等の活性化の推進とともに、耕作放棄地の発生防止と有効活用を図るこ
とで、自然と調和した美しい里づくりを目指す。


